様式１　日本生体医工学会の役員等にかかる利益相反申告書

申告者氏名（会員番号）：　　　　　　　　　　　　　　　　　　（　　　　　　　　　　　　　）
申告者所属：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
申告年月日：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
申告者の日本生体医工学会での役割：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　


（記載欄が不足する場合には、適宜、記載欄を増やしてください。２ページ以上になる場合には２ページ目以降にも上記情報[様式名・氏名・所属・年月日・役割]を記載ください）

①	研究に関連する企業・法人組織や営利を目的とした団体（以下、企業・組織や団体という）の役員、顧問職として、１つの企業・組織や団体から年間100 万円以上の報酬を受け取っている。
　□無　□有（企業等名：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）
②企業・組織や団体の株式保有によって、１つの企業につき１年間の株式による利益（配当、売却益の総和）が 100 万円以上を得ている、あるいは当該全株式の５％以上を所有する。
　□無　□有（企業等名：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）
③ 企業・組織や団体からの特許権使用料として、１つの特許権使用料で年間 100万円以上を受け取っている。
　□無　□有（企業等名：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）
④ 企業・組織や団体から、会議の出席（発表）に対し、研究者を拘束した時間・労力に対して支払われた日当（講演料、及び交通費、宿泊費、参加費など）として、１つの企業・組織や団体から年間合計50 万円以上を受け取っている。
　□無　□有（企業等名：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）
⑤ 企業・組織や団体がパンフレットなどの執筆に対して支払った原稿料として、１つの企業・組織や団体から年間50 万円以上の原稿料を受け取っている。
　□無　□有（企業等名：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）
⑥ 企業・組織や団体が提供する臨床研究費（治験・臨床研究費など）として、１つの企業・団体から年間総額 200 万円以上を受け取っている。
　□無　□有（企業等名：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）
⑦ 企業・組織や団体が提供する研究費（受託研究、共同研究、寄附金など）として、１つの企業・組織や団体から、申告者個人または申告者が所属する部局（講座・分野）あるいは研究室の代表者に年間総額 200 万円以上を受け取っている。
　□無　□有（企業等名：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）
⑧ 企業・組織や団体が提供する寄附講座に申告者らが所属している。
　□無　□有（企業等名：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）
⑨ その他、研究とは直接無関係な旅行、贈答品などの提供として、１つの企業・組織や団体から総額年間５万円以上を受け取っている。
　□無　□有（企業等名：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）


様式２　日本生体医工学会の学術集会等での発表にかかる利益相反申告書

申告者（筆頭発表者）氏名：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
申告者（筆頭発表者）所属：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
申告年月日：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
発表演題タイトル：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　


（記載欄が不足する場合には、適宜、記載欄を増やしてください。２ページ以上になる場合には２ページ目以降にも上記情報[様式名・氏名・所属・年月日・タイトル]を記載ください）

①	研究に関連する企業・法人組織や営利を目的とした団体（以下、企業・組織や団体という）の役員、顧問職として、１つの企業・組織や団体から年間100 万円以上の報酬を受け取っている。
　□無　□有（企業等名：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）
②企業・組織や団体の株式保有によって、１つの企業につき１年間の株式による利益（配当、売却益の総和）が 100 万円以上を得ている、あるいは当該全株式の５％以上を所有する。
　□無　□有（企業等名：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）
③ 企業・組織や団体からの特許権使用料として、１つの特許権使用料で年間 100万円以上を受け取っている。
　□無　□有（企業等名：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）
④ 企業・組織や団体から、会議の出席（発表）に対し、研究者を拘束した時間・労力に対して支払われた日当（講演料、及び交通費、宿泊費、参加費など）として、１つの企業・組織や団体から年間合計50 万円以上を受け取っている。
　□無　□有（企業等名：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）
⑤ 企業・組織や団体がパンフレットなどの執筆に対して支払った原稿料として、１つの企業・組織や団体から年間50 万円以上の原稿料を受け取っている。
　□無　□有（企業等名：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）
⑥ 企業・組織や団体が提供する臨床研究費（治験・臨床研究費など）として、１つの企業・団体から年間総額 200 万円以上を受け取っている。
　□無　□有（企業等名：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）
⑦ 企業・組織や団体が提供する研究費（受託研究、共同研究、寄附金など）として、１つの企業・組織や団体から、申告者個人または申告者が所属する部局（講座・分野）あるいは研究室の代表者に年間総額 200 万円以上を受け取っている。
　□無　□有（企業等名：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）
⑧ 企業・組織や団体が提供する寄附講座に申告者らが所属している。
　□無　□有（企業等名：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）
⑨ その他、研究とは直接無関係な旅行、贈答品などの提供として、１つの企業・組織や団体から総額年間５万円以上を受け取っている。
　□無　□有（企業等名：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

様式３　日本生体医工学会の機関誌「生体医工学」等への投稿にかかる利益相反申告書

申告者氏名：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
申告者所属：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
申告年月日：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
投稿論文タイトル：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　


（記載欄が不足する場合には、適宜、記載欄を増やしてください。２ページ以上になる場合には２ページ目以降にも上記情報[様式名・氏名・所属・年月日・タイトル]を記載ください）

①	研究に関連する企業・法人組織や営利を目的とした団体（以下、企業・組織や団体という）の役員、顧問職として、１つの企業・組織や団体から年間100 万円以上の報酬を受け取っている。
　□無　□有（企業等名：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）
②企業・組織や団体の株式保有によって、１つの企業につき１年間の株式による利益（配当、売却益の総和）が 100 万円以上を得ている、あるいは当該全株式の５％以上を所有する。
　□無　□有（企業等名：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）
③ 企業・組織や団体からの特許権使用料として、１つの特許権使用料で年間 100万円以上を受け取っている。
　□無　□有（企業等名：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）
④ 企業・組織や団体から、会議の出席（発表）に対し、研究者を拘束した時間・労力に対して支払われた日当（講演料、及び交通費、宿泊費、参加費など）として、１つの企業・組織や団体から年間合計50 万円以上を受け取っている。
　□無　□有（企業等名：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）
⑤ 企業・組織や団体がパンフレットなどの執筆に対して支払った原稿料として、１つの企業・組織や団体から年間50 万円以上の原稿料を受け取っている。
　□無　□有（企業等名：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）
⑥ 企業・組織や団体が提供する臨床研究費（治験・臨床研究費など）として、１つの企業・団体から年間総額 200 万円以上を受け取っている。
　□無　□有（企業等名：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）
⑦ 企業・組織や団体が提供する研究費（受託研究、共同研究、寄附金など）として、１つの企業・組織や団体から、申告者個人または申告者が所属する部局（講座・分野）あるいは研究室の代表者に年間総額 200 万円以上を受け取っている。
　□無　□有（企業等名：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）
⑧ 企業・組織や団体が提供する寄附講座に申告者らが所属している。
　□無　□有（企業等名：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）
⑨ その他、研究とは直接無関係な旅行、贈答品などの提供として、１つの企業・組織や団体から総額年間５万円以上を受け取っている。
　□無　□有（企業等名：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

                                            )

様式４　利益相反申告書等に記載された情報の秘密保持についての誓約書

学会事務局に提出された利益相反申告書、利益相反委員会の見解や意見書は重要な個人情報を含む文書である。これらの文書を審査、閲覧する機会がある利益相反委員会委員、及び学会事務局長はその役職を離れた後も含め、これらの情報に関し、秘密保持の義務があることを理解し、決して外部に情報を漏洩しないことを誓約する。外部に対して情報漏洩が明らかになった場合は、理事会により処分されることを承知している。

誓約者氏名（自署）：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
誓約者所属：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
誓約年月日：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

